
 1

平成２ ０ 年度防災対策の重点に基づく 
災害・地震対策関係予算財務省原案内示 

【主要事項】 
 

 
平成２ ０ 年度防災対策の重点 

１ 大規模災害の被害軽減への戦略的取組     ５ 災害に強い社会基盤づくりの推進 

２ 国民運動の展開等による社会防災力の向上  ６ 災害応急対応力の増強 

３ 迅速・的確な防災情報の提供               ７ 被災地の復旧・復興支援 

４ 建築物の耐震化の促進                 ８ 国際防災協力の推進 

 

１ 大規模災害の被害軽減への戦略的取組 

○ 民間と市場の力を活かした安全な地域づくり （内閣府） 

平成２０年度内示額 ３７百万円   

（平成１９年度当初予算額 ２３百万円） 

中央防災会議専門調査会報告書の具体化のために、企業が被災しても事業を継続する

ための計画（事業継続計画・ＢＣＰ）の策定推進に向けた支援業務業者に関する情報提

供環境の充実、事業継続計画の実効性確保のための環境整備、取引における連鎖関係に

対応した事業継続計画に関する企業同士の助け合いの円滑化の円滑化、地域・企業にお

ける防災への取組の推進策、防災まちづくり活動支援策等について検討する。 

 

○ 首都直下地震対策の推進 （内閣府） 

平成２０年度内示額 ７１百万円  

（平成１９年度当初予算額 ８８百万円） 

首都直下地震による、国や地方公共団体等による具体の支援方策や既存ストックの活

用方策など、避難者・帰宅困難者対策の具体化に向けた検討、中枢的機能の被災による

被害拡大防止策の具体化の検討、緊急輸送体制の確立に向けた検討を行う。 

 

○ 中部圏・近畿圏地震対策の推進 （内閣府） 

平成２０年度内示額 １９百万円 

（平成１９年度当初予算額 １９百万円） 

専門調査会で検討された中部圏・近畿圏における直下型地震発生時の被害想定結果を

踏まえ、達成時期、減災効果を含めた減災目標の設定及びその減災目標を達成する上で

の課題の抽出及び関連データの収集等を行う。 

 

 

 

19.6.21 中央防災会議決定
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○ 大規模水害対策の推進 （内閣府） 

平成２０年度内示額 ７３百万円 

（平成１９年度当初予算額 ５３百万円） 

首都地域に甚大な被害を発生させることが想定される大規模水害を対象に、被害を最

小限に食い止めるための対策等を検討し、とりまとめる。また、広域避難計画の検討を

行う。 

 

○ 積雪寒冷地域等における地震対策の推進 （内閣府） 

平成２０年度内示額 ３６百万円  

（平成１９年度当初予算額 ４７百万円） 

能登半島地震、新潟県中越沖地震等における被害と災害対応の分析や、冬季における

各種対策について課題を抽出し、冬季における被害の拡大防止を含めた応急対策活動に

ついて検討する。 

 

○ 東海・東南海・南海地震の連動性評価研究の実施 （文部科学省） 

新規 平成２０年度内示額 ４９５百万円 

東海・東南海・南海地震の想定震源域において、地震発生メカニズムに関する物理モ

デルの構築やシミュレーション研究、海底稠密地震・津波・地殻変動観測等を行い、東

海・東南海・南海地震が将来連動して発生する可能性等の評価に資する。 

 

○ 首都直下地震防災・減災特別プロジェクトの実施 （文部科学省） 

平成２０年度内示額 １，１０２百万円   

    （平成１９年度当初予算額 １，４５０百万円） 

複雑なプレート構造の下で発生しうる首都直下地震の発生メカニズムを解明するとと

もに、高層建築物等の耐震技術の向上や、地震発生直後の迅速な被害把握等に資するた

めの調査研究等を行い、首都直下地震の防災・減災対策の飛躍的推進に資する。 

 

○ ゼロメートル地帯及び施設の機能低下が著しい地域等における緊急津波・高潮

対策 （農林水産省、国土交通省） 

平成２０年度内示額 ６６，８２５百万円の内数   

    （平成１９年度当初予算額 ６９，１６４百万円の内数） 

大規模地震の発生が危惧される地域や浸水被害に対して極めて脆弱な地域であるゼロ

メートル地帯等において、海岸堤防等の耐震対策等を強力に推進し、また、津波・高潮

危機管理対策緊急事業を活用し、ハード・ソフト一体となった整備に努めるほか、海岸

耐震対策緊急事業により、耐震対策の強化を図る。 

また、築造後相当な年月が経過し、損傷や機能低下が進行している海岸保全施設につ

いて災害発生のリスクが高いことから、平成２０年度には海岸堤防等老朽化対策緊急事

業を創設し、老朽化対策を推進する。 
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○ 東海・東南海・南海地震の監視体制の強化 （気象庁） 

平成２０年度内示額 ９６５百万円   

    （平成１９年度当初予算額 ９２６百万円） 

東海・東南海・南海地震に備え、想定震源域に「緊急地震速報」に対応した新たなケ

ーブル式海底地震計の整備を推進する等の観測監視体制の強化を図る。 

 

２ 国民運動の展開等による社会防災力の向上 

○ 防災週間・防災教育等意識啓発事業の実施 （内閣府） 

平成２０年度内示額 ６２百万円   

    （平成１９年度当初予算額 ６８百万円） 

「災害被害を軽減する国民運動の推進に関する基本方針」（H18.4.21 中央防災会議決

定）に基づき、防災フェアや一日前プロジェクト等、日頃からの具体的な「備え」を実

践する国民運動を展開し、社会全体における防災力を向上させるための意識啓発活動を

促進する事業を実施する。 

 

○ 防災ボランティア関連施策の充実 （内閣府） 

平成２０年度内示額 ２１百万円   

    （平成１９年度当初予算額 １５百万円） 

より被災者のニーズに対応した防災ボランティア活動が可能となる環境に向けて、携

帯電話やインターネットなどの最新のＩＴ技術も活用したシステム構築等の可能性につ

いて検討する。 

 

○ 災害時要援護者の支援対策 （内閣府） 

平成２０年度内示額 １８百万円   

    （平成１９年度当初予算額 １７百万円） 

自然災害の「犠牲者ゼロ」を目指して、実務に携わる地方公共団体の職員や民生委員、

自主防災組織等を対象に、有識者による講演や、災害時要援護者の避難支援ガイドライ

ン等の解説、先進的な取組事例の発表、避難支援プランモデル計画の説明など、要援護

者対策の促進を図るための全国キャラバンを展開する。 

 

○ 防災教育支援推進プログラムの実施 （文部科学省） 

新規 平成２０年度内示額 ３０百万円 

防災研究による知見を活かした、防災教育の優れた取組を選定・支援するモデル事業

等を行うことにより、学校や社会教育施設等における防災教育の充実に資する。 
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３ 迅速・的確な防災情報の提供 

○ 防災関連情報基盤の構築によるハザードマップの普及促進 （内閣府） 

新規 平成２０年度内示額 １５百万円  

ハザードマップの普及促進を図るために、震度分布や避難所配置などの防災関連情報

について、既存又は今後作成するデータを蓄積できる基盤（プラットフォーム）の構築

に向けた検討を行うことにより、地方公共団体によるハザードマップの作成及び住民周

知を促進する。 

 

○ 防災見える化の推進 （内閣府） 

新規 平成２０年度内示額 ２０百万円  

災害時に役立つ情報を一目で把握できるようにするための「見える化」手法の検討を

通じて、災害対応を一層迅速で効果的なものとする。また、国民や防災関係機関が効果

的な防災対策等を進める上で重要となる、災害リスクに関する情報の「見える化」につ

いて検討を行う。 

 

○ 火山災害対策の推進 （内閣府） 

平成２０年度内示額 １７百万円 

（平成１９年度当初予算額 ２４百万円） 

学識経験者や噴火対応経験者等からなる全国的な火山防災の支援組織を立ち上げ、そ

の支援組織から、活火山周辺の地方自治体の協議会が噴火時の避難計画等を策定する際

に指導・助言を行い、また、噴火発生後に噴火対応経験者を派遣する等、噴火時に適切

な対応をとることができるよう、全国的な支援体制の構築を検討する。 

 

○ 地震・津波観測監視システムの構築 （文部科学省） 

平成２０年度内示額 １，４０６百万円 

（平成１９年度当初予算額 １，５５８百万円） 

地震計・津波計等の各種観測機能を備えた稠密な海底ネットワークシステムの構築に向け

た技術開発を行い、東南海地震の想定震源域である紀伊半島熊野灘沖に敷設し、海溝型巨

大地震の発生メカニズムを解明するとともに、防災・減災対策の進展を図る。 

 

○ ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究 （文部科学省） 

新規 平成２０年度内示額 ４０１百万円  

近年地震が頻発している「ひずみ集中帯」について、自然地震と制御震源とを組み合

わせた海陸統合地殻構造調査等を行うことにより、活断層・活褶曲等の活構造を解明し、

「ひずみ集中帯」で発生する地震の規模や時期等の予測に資する。 
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○ Ｅ－ディフェンスを活用した耐震実験研究の実施等 （文部科学省） 

平成２０年度内示額 運営費交付金８，４３３百万円の内数＋  ３６百万円  

（平成１９年度当初予算額 運営費交付金８，３６９百万円の内数＋１５０百万円） 

実際の建物の耐震性能を実大規模で検証可能とするＥ－ディフェンスの活用により、

破壊メカニズムの解明や耐震補強効果の検証等に係る研究開発を実施するとともに、Ｅ

－ディフェンスを効果的かつ円滑に遂行するために必要な実験用治具・設備を整備する。 

 

○ 災害リスク情報プラットフォームの開発 （文部科学省） 

新規 平成２０年度内示額 運営費交付金８，４３３百万円の内数 

多数の機関に散在する各種災害情報を集約し、高精度なハザード・リスクマップを作

成・統合・配信するシステムを開発する。さらに、地域や個人のリスクを提示すること

が可能なシステムのプロトタイプを作成するとともに、実証実験を行う。 

 

○ 地下鉄等災害情報基盤整備の促進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 １，５６１百万円の内数  

  （平成１９年度当初予算額   １１０百万円）    

大地震発生時等には多数の地下部を運行する列車が停止され、車内に閉じこめられた

多くの利用者の混乱等による二次災害を防止するためには速やかな情報提供が必要とな

ることから、地下鉄の電波遮蔽空間においても携帯電話等による情報受信が可能となる

ように地上波放送の再送信施設の整備促進を図る。 

 

○ 測量用航空機の更新 （国土交通省） 

新規 平成２０年度内示額  ５６百万円  

災害が発生した際に災害対策関係機関へ空中写真の提供を行ってきた測量用航空機を

更新する。次期測量用航空機は、これまでの航空カメラに加えて、被災状況をリアルタ

イムに送信する装置や、航空機ＳＡＲが搭載可能な航空機とする。 

 

○ ５日先までの台風予報の実施 （気象庁） 

新規 平成２０年度内示額 ４５百万円 

現在は３日先までの台風予報を５日先まで延長し、防災対策資材の準備や防災要員の

配置計画等早期の防災準備活動、自治体や住民の早期の防災活動等を支援する。 

 

４ 建築物の耐震化の促進 

○ 住宅・建築物の耐震化推進 （内閣府） 

平成２０年度内示額 ２３百万円  

（平成１９年度当初予算額 ２９百万円） 

家具類を固定する場合の金具類の情報表示は消費者にとってわかりにくいため、固定
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用の金具類に関して消費者に対してヒアリングを実施し、購入の際に必要な情報等（耐

震強度、防止できる家具の挙動種類等）を調査する。 

 

○ 地震防災機能を発揮するために必要な合同庁舎の整備 （財務省） 

平成２０年度内示額 １６，１１５百万円  

（平成１９年度当初予算額  ２，８９１百万円） 

国の庁舎は地域の地震防災活動の拠点としての役割を担っているが、その耐震化の状

況が十分とは言えないことを踏まえ、地震防災機能を発揮するために必要な合同庁舎の

整備を促進する。 

 

○ 公立学校施設の地震防災対策の推進 （文部科学省） 

平成２０年度内示額 １１４，９７１百万円の内数 ※ 

（平成１９年度当初予算額 １１４，０２１百万円の内数）※ 

※内閣府で要求している沖縄県分を含む 

子どもたちの安全を確保し、安心して学べる環境を整備するため、公立学校施設等の

耐震化の推進等を図る。 

 

○ 災害拠点病院等の耐震化等の推進 （厚生労働省） 

平成２０年度内示額 １０，７３３百万円の内数 

（平成１９年度当初予算額 １１，０６５百万円の内数） 

災害時に重要な機能を果たす、災害拠点病院等の耐震化等の促進を図る。 

 

○ 原子力施設等の耐震安全性対策及び防災対策の強化 （経済産業省） 

平成２０年度内示額 １１，４２５百万円  

（平成１９年度当初予算額  ８，０６１百万円） 

平成１９年新潟県中越沖地震が柏崎刈羽原子力発電所に与えた影響を踏まえ、耐震安

全性の評価・確認作業の前倒し及びその評価・確認方法の高度化を実施するとともに、

地元消防との連携を深めた防災訓練等の経費の支援により原子力防災体制を充実させ、

大規模地震等のライフラインが寸断するような災害時にも、オフサイトセンターと関係

機関との間で必要な通信・連絡が迅速に行えるよう防災システムの機能強化を図る。そ

の他、原子力安全性に関する広聴・広報活動を拡充し、迅速かつきめ細やかな原子力安

全性情報の提供の強化を図り、原子力に対する安心感を醸成する。 

 

○ 防災拠点官庁施設の耐震化 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 官庁営繕費等２３，０８８百万円の内数  

（平成１９年度当初予算額 官庁営繕費等２３，２４６百万円の内数） 

大規模地震発生時に、官庁施設がその機能を十分に発揮できるよう、構造体のみなら 

ず設備、非構造も含めた建築物全体としての総合的な耐震安全性を確保した防災拠点と
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なる官庁施設等の整備を推進する。 

 

○ 総合的な宅地防災対策の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 ３００百万円  

（平成１９年度当初予算額 ３００百万円） 

大規模地震時等に危険な大規模盛土造成地の被害を軽減するため、変動予測調査を行

い、住民への情報提供等を図るとともに、滑動崩落を防止する工事を実施することによ

り、大規模盛土造成地の耐震化を促進する。 

 

○ 住宅・建築物の住宅耐震改修の促進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 １７，０００百万円  

（平成１９年度当初予算額 １３，６５０百万円） 

一定の収入以下の世帯の住宅の耐震改修に係る補助について、地域要件の撤廃及び補

助率の引き上げ等を行うとともに、死亡時一括償還型融資活用時の事務手数料等の助成

対象化及び災害時に避難所となる集会所等の耐震改修に係る補助について補助率の引き

上げを行うことにより、地震時における住宅・建築物の安全性の確保を図る。 

 

○ 鉄道駅の耐震補強の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 １，５６１百万円の内数 

（平成１９年度当初予算額   ３３０百万円） 

今後発生が予測される大規模地震に備え、緊急人員輸送の拠点等の機能を有する主要

な鉄道駅について耐震補強の緊急的実施を図る。 

 

○ 廃棄物処理施設耐震化事業の推進 （環境省） 

新規 平成２０年度内示額 ４９，１３２百万円の内数 

廃棄物処理施設が地震による被害（稼働不能）を受けた場合、一般家庭のごみ処理は

もちろんのこと、災害廃棄物の処理にも支障をきたし、被災地の復旧・復興に重大な影

響を及ぼすことから、廃棄物処理施設の耐震化を推進する。 

 

５ 災害に強い社会基盤づくりの推進 

○ 消防防災施設の整備 （消防庁） 

平成２０年度内示額 ３，２５１百万円  

（平成１９年度当初予算額 ３，３５１百万円） 
地震等の大規模災害や特殊災害、増加する救急需要等に適切に対応し、住民生活の安

心・安全を確保するため、市町村等における耐震性貯水槽等の消防防災施設の整備に要
する経費の一部を補助する。 
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○ 災害監視衛星技術等の開発・利用 （文部科学省） 

   平成２０年度内示額 運営費交付金１３０，２２７百万円の内数  

施設整備費補助金のうち２９５百万円    

（平成１９年度当初予算額 運営費交付金１２８，８２６百万円の内数） 

我が国の防災機能を強化するため、人工衛星を用いた災害情報の取得や、ＧＰＳを利

用できない都市部や山間部等でも位置情報の取得を可能とするなど、大規模自然災害等

に対する自律的対応を図るための研究開発を推進する。 

 

○ 安全で良質な水道水の安定供給 （厚生労働省） 

平成２０年度内示額 ８，８３５百万円  

（平成１９年度当初予算額 ７，３９６百万円） 

災害等の緊急時における給水拠点の確保、基幹水道構造物及び管路の耐震化等に対す

る国庫補助により、災害に強い水道施設を構築する。 

 

○ ため池等の効果的・効率的な防災・減災対策の実施 （農林水産省） 

平成２０年度内示額 ２２，２４６百万円  

（平成１９年度当初予算額 ２０，５６７百万円） 

災害の発生のおそれのあるため池などについて、改修等のハード整備と合わせて地域

の防災体制整備等のソフト対策を推進し、効率的・効果的な防災・減災対策を図る。 

 

○ ため池群の洪水調節機能の強化 （農林水産省） 

新規 平成２０年度内示額 １００百万円  

農村地域における大規模かつ広域的な洪水被害を未然に防止するため、ため池群の洪

水調節機能の強化を図る。 

 

○ 災害に強い農村づくりと被災したコミュニティの回復への支援 （農林水産省） 

新規 平成２０年度内示額 １００百万円  

大規模災害から農村住民の生命、財産及び生活を未然に守るとともに、特に甚大な被

害を受けた農村地域において再び災害が発生することを防止し、コミュニティの回復を

支援するための対策を実施する。 

 

○ 治山ダムの設置等による山地災害対策の推進 （林野庁） 

平成２０年度内示額 １０５，２５０百万円  

（平成１９年度当初予算額 １１２，０１２百万円） 

集中豪雨や地震等、自然現象に起因する山地災害を防止し、また、これによる被害を

最小限にとどめるための治山ダムや土留等の設置を推進する。 
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○ 都市浸水対策の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 ６６２，０４２百万円の内数  

（平成１９年度当初予算額 ６９６，２８８百万円の内数） 

激しい集中豪雨に対し、効率的な被害軽減を図るため、雨水の排除に加え、貯留・浸

透も含めた下水道施設を整備するとともに、地下街への雨水流入防止等民間による被害

軽減対策（自助）を組み合わせた総合的な浸水対策を推進する。 

 

○ 下水道の地震対策の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 ６６２，０４２百万円の内数  

（平成１９年度当初予算額 ６９６，２８８百万円の内数） 

下水道地震対策緊急整備事業を主体として、拠点地域の排水機能や緊急避難路の交通

機能の確保など下水道が最低限有すべき機能を確保するための施設の耐震化や減災対策

を緊急に推進する。 

 

○ 地球温暖化に伴う災害リスクの増大に対応した水害・土砂災害対策  

（国土交通省） 

平成２０年度内示額 １８５，４９６百万円  

（平成１９年度当初予算額 １６０，０９７百万円） 

地球温暖化により懸念される集中豪雨の増加等の自然環境の変化を考慮し、流域一体

となった減災対策や被害を予防・最小化するための施設整備などの水害・土砂災害対策

を重点的に実施する。 

 

○ 緊急輸送道路等の橋梁の耐震対策の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 ２，７６８，８６０百万円の内数  

（平成１９年度当初予算額 ２，８６４，７２９百万円の内数） 

地震発生時の応急活動を迅速かつ安全に実施できる信頼性の高い道路ネットワークを

確保するため、緊急輸送道路等における橋梁の耐震対策を重点的に推進する。 

 

○ 密集市街地の整備促進（住宅市街地総合整備事業） （国土交通省） 

平成２０年度内示額 １４，０００百万円  

（平成１９年度当初予算額 １３，５００百万円） 

密集市街地において、主要生活道路等の基盤整備と老朽住宅の除却・建替えを促進す

るとともに、従前居住者の受け皿住宅を整備すること等により、密集市街地の整備を推

進する。 

 

○ 鉄道防災事業の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 ４１１百万円  

（平成１９年度当初予算額 ５００百万円） 
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災害に強い、安全かつ安定的な鉄道輸送サービスの提供、安心できる生活環境の提供

を図るため、旅客会社等が施行する落石・なだれ等対策又は海岸保全のための防災事業

及び鉄道建設・運輸施設整備支援機構が施行する青函トンネルの機能保全のための改修

事業に対し、国の助成措置を講ずる。 

 

○ 首都圏における基幹的広域防災拠点の運用体制の整備 

（国土交通省） 

新規 平成２０年度内示額 ９３百万円 

切迫性が指摘されている首都直下地震に対応するため、平成１９年度中に整備が完了

する川崎港東扇島地区基幹的広域防災拠点について、災害発生後に、国が主導で緊急物

資の輸送活動の支援や応急復旧活動が円滑に実施できるよう、運用体制の整備を図る。 

 

○ 近畿圏における基幹的広域防災拠点の整備 （国土交通省） 

新規  平成２０年度内示額 ２２７，９５０百万円の内数  

切迫性が指摘されている近畿圏直下型地震や東南海・南海地震等の大規模地震に対応

するため、堺泉北港堺２区において基幹的広域防災拠点を整備する。 

 

○ 港湾における大規模地震対策の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 ２２７，９５０百万円の内数  

（平成１９年度当初予算額 ２３４，１１０百万円の内数） 

全国各地で大規模地震の発生が切迫していることから、災害時に重要な役割を担う耐

震強化岸壁の整備を推進するなど港湾における大規模地震への対応力強化を図る。 

 

○ 地震・津波対策の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 空港整備事業等１５３，６１５百万円の内数  

（平成１９年度当初予算額 空港整備事業等１６２，８３５百万円の内数） 

耐震化等による交通インフラ等の機能の確保のため、空港の地震・津波対策を推進す

る。 

 

６ 災害応急対応力の増強 

○ 防災に関する人材育成・活用 （内閣府） 

平成２０年度内示額 ８百万円  

（平成１９年度当初予算額 ９百万円） 

国家公務員防災担当職員合同研修を年１回実施するとともに、平成１９年度の調査報

告を踏まえ、国の防災担当職員個々人の災害対応能力を向上させるための手法や心がけ

るべき事柄をまとめた手引きを作成する。 
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○ 災害応急対策業務の実践的対応能力の向上 （内閣府） 

  平成２０年度内示額 １０百万円  

（平成１９年度当初予算額 １１百万円） 

国の防災担当の組織としての災害対応能力向上を図るため、学識経験者等で構成する

検討会において、実践的な訓練手法の開発を行う。また、開発された訓練手法を活用し

た訓練を実施し、検討会での検証を通して、迅速・的確な対応方法のあり方を取りまと

める。 

 

○ ヘリコプター関係航空機の整備 （警察庁） 

  平成２０年度内示額 ３，２２７百万円  

（平成１９年度当初予算額 ３，０７５百万円） 

ヘリコプターの持つ機動性、高視界性を生かし、災害、事件事故発生時の迅速、的確

な実態把握に多角的な運用を図るため、小型双発ヘリコプター５機を整備する。 

 

○ 緊急消防援助隊の充実強化 （消防庁） 

平成２０年度内示額 ５，０００百万円  

（平成１９年度当初予算額 ５，０００百万円） 

東海地震、東南海・南海地震及び首都直下地震等の大規模災害への対応力を国として

強化するため、緊急消防援助隊を計画的に増強整備し、より安全かつ効果的な活動体制

を構築するために消防用車両等施設の充実強化を図る。 

 

○ 緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ－ＦＯＲＣＥ）の創設 （国土交通省） 

 平成２０年度内示額 ７６３，１４８百万円の内数  

（平成１９年度当初予算額 ７９６，２９７百万円の内数） 

整備局職員、国総研、資機材操作員（民間）等からなる緊急災害対策派遣隊（ＴＥＣ

－ＦＯＲＣＥ）を創設し、大規模災害時の人員・資機材の派遣体制・受け入れ体制を整

備し、初動時の活動費について予算措置を講ずる。 

 

○ 環境・防災対策の充実強化 （海上保安庁） 

平成２０年度内示額 １０７百万円  

（平成１９年度当初予算額 １０７百万円） 

最近の海洋災害の現状及び社会的要請に鑑み、現場における防災活動を実施するため

の体制の維持・強化を図るとともに、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」の

円滑な実施及び励行を期するため、海洋汚染物質排出事故への対応体制強化を目的とし

た有害危険物質（ＨＮＳ）に係る防除資器材の整備等を行う。 
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○ 情報収集・伝達態勢の整備 （防衛省） 

平成２０年度内示額 ２２，４６７百万円  

（平成１９年度当初予算額 １２，６２３百万円） 

被害情報等の迅速な収集を行うために、野外無線機、ヘリコプター映像伝送等を整備

する。 

 

○ 救出・救難態勢の整備 （防衛省） 

平成２０年度内示額 １２，６１３百万円  

（平成１９年度当初予算額 ３１，２８０百万円） 

速やかな救出、救難を行うために、救難ヘリコプター、人命救助システム等を整備す

る。 

 

○ 人員・物資輸送態勢の整備 （防衛省） 

平成２０年度内示額 ４４，１９０百万円  

（平成１９年度当初予算額 ２６，４６４百万円） 

避難住民、負傷者、資器材等を輸送するために、輸送用ヘリコプター等を整備する。 

 

７ 被災地の復旧・復興支援 

○ 被災者生活再建支援制度の拡充 （内閣府） 

 平成２０年度内示額 ６００百万円  

（平成１９年度当初予算額 ３００百万円） 

自然災害により住宅が全壊する等その生活基盤に著しい被害を受けた被災者に対し、

支援金を支給する。本年１１月の法改正により、支援金の支給に係る年収・年齢要件を

廃止するとともに、支援金の使途を問わない「定額渡しきり」の支給方式に変更する等

の制度拡充が行われた。 

 

○ 鉄道災害復旧事業の推進 （国土交通省） 

平成２０年度内示額 ６８百万円  

（平成１９年度当初予算額 ６８百万円） 

鉄軌道事業者が大規模な災害を受けた場合、その復旧費が深刻な経営悪化を招くおそ

れがあることから、大規模災害を受けた経営困難な鉄軌道事業者に対し、その復旧に要

する費用の助成を行う。 

 

○ 災害等廃棄物処理事業の支援 （環境省） 

平成２０年度内示額 ２００百万円  

（平成１９年度当初予算額 ４５８百万円） 

市町村が実施した災害廃棄物及び漂着ごみの収集・運搬・処分に係る事業に対し補助
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する。 

 

８ 国際防災協力の推進 

○ 総合防災協力戦略を通じた国際貢献の推進 （内閣府） 

 平成２０年度内示額 １８百万円   

（平成１９年度当初予算額  ８百万円） 

平成２０年７月に予定されているＧ８首脳会合にも鑑み、災害多発国への国際防災協

力をより積極的に推進する必要があり、日本が自国の経験に基づき有する知見や技術を、

相手国の防災上の課題に応じて、アジアの防災面でのニーズや国際協力面での課題を検

討すると共に、総合防災戦略の具体化を図る。 
 

○ アジア防災センターを通じた地域防災協力の強化 （内閣府） 

 平成２０年度内示額  ９５百万円  

（平成１９年度当初予算額 １０３百万円） 

世界各国の防災行政の指針である兵庫行動枠組を推進し、アジアにおける国際防災協

力活動を主導するため、国連防災世界会議において我が国が表明したとおり、アジア防

災センターを通じた地域防災協力の強化を図る。 

 

○ 国際連合国際防災戦略の活動支援 （外務省） 

 平成２０年度内示額 ９６百万円   

（平成１９年度当初予算額 ８７百万円） 

国連防災世界会議（２００５年１月）で採択した「兵庫行動枠組」（今後１０年の国連

の防災活動指針）の実施促進を担う国連国際防災戦略（ＵＮ／ＩＳＤＲ）の活動を支援

する。 

 


